
 

施策目標９－６－１ 
 

平成２６年度実施施策に係る事前分析表 

 （文部科学省 26-9-6） 

施策名 宇宙・航空分野の研究・開発・利用の推進 

施策の概要 
平成 20 年 5 月に成立した宇宙基本法を踏まえ、国民生活の向上、産業の振興、人類社会の発展、

国際協力等に資する宇宙分野の研究開発を推進するとともに、航空科学技術に係る先端的・基盤

的研究を行う。 
 

達成目標１ 宇宙科学や宇宙探査の分野において、衛星の開発･運用により、意義の大きな成果を上げ、世界
的な研究拠点とする。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 

－年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 －年度 

①  宇宙科学や宇宙探
査のための衛星の
開発･運用の進捗状
況 

－ 

開発中の衛
星 に つ い
て、電波天
文 衛 星
(ASTRO-G
)に大型展
開アンテナ
の技術的懸
念がありプ
ロジェクト
を中断して
対応してい
るほかは、
金星探査機
「 あ か つ
き 」
（ PLANE
T-C）、水星
探査プロジ
ェ ク ト
（Bepi-Col
ombo）など
も、計画通
りに開発が
進み、Ｘ線
天 文 衛 星
(ASTRO-H
)について
は、宇宙開
発委員会に
おいて、開
発段階への
移行が妥当
であること
が確認され
た。 

開発中の衛
星 に つ い
て、電波天
文 衛 星
(ASTRO-G
)に大型展
開アンテナ
の技術的懸
念がありプ
ロジェクト
を中断して
対応してい
るほかは、
金星探査機
「 あ か つ
き 」
（ PLANE
T-C）は、
12 月に金
星周回軌道
への投入に
失敗したこ
とから、再
投入に向け
て、宇宙開
発委員会及
びＪＡＸＡ
において原
因究明等に
取り組んで
いる。また、
水星探査プ
ロジェクト
（Bepi-Col
ombo）、Ｘ
線天文衛星
(ASTRO-H
)などは、計
画どおりに
開発が進ん
だ。 

小惑星探査
機「はやぶ
さ」が持ち
帰った小惑
星「イトカ
ワ」の微粒
子の初期分
析結果は、
隕石の起源
の解明など
世界をリー
ドする研究
成果が得ら
れている。
金星探査機
「 あ か つ
き」は、金
星周回軌道
への投入失
敗の原因究
明の後、平
成 27 年以
降の金星周
回軌道再投
入を目指し
ている。開
発中の衛星
について、
電波天文衛
星
(ASTRO-G
)は、大型展
開アンテナ
の技術的成
立性、必要
な追加資金
に対するサ
イエンスと
しての価値
の面から、
宇宙開発委
員会の評価
を経て、プ
ロジェクト
の中止が決
定した。水
星探査プロ

「ひので」
が太陽北極
域の極域磁
場の反転過
程を世界で
初めて捉え
るなど、太
陽物理研究
に大きなイ
ンパクトを
与える成果
が得られて
いる。「かぐ
や」の観測
データを用
いた研究に
月地殻の形
成過程、巨
大衝突の痕
跡より明ら
か に さ れ
た。月の進
化の解明を
大きく進め
るだけでな
く、地球、
火星などの
天体の進化
の解明にも
つながる成
果である。 
金星探査機
「 あ か つ
き」は、金
星周回軌道
への投入失
敗の原因究
明の後、平
成 27 年以
降の金星周
回軌道再投
入を目指し
ている。開
発中の衛星
について、
水星探査プ
ロジェクト

惑星分光観
測衛星「ひ
さき」を平
成 25 年 9
月 14 日に
打上げ成功
し、科学観
測を開始し
た。 
「ひので」
による太陽
観 測 を 実
施。 
「かぐや」
等の科学衛
星・探査機
が観測・取
得したデー
タを用いた
研 究 を 実
施。 
金星探査機
「 あ か つ
き」につい
ては、平成
27 年以降
の金星周回
軌道再投入
を目標。 
水星探査プ
ロジェクト
（Bepi-Col
ombo）、Ｘ
線天文衛星
（ ASTRO-
H）、「はや
ぶさ２」な
どは、計画
どおり開発
中。 

宇宙科学･
探 査 に 必
要 な 観 測
デ ー タ を
取得し、世
界 一 級 の
研 究 成 果
の 創 出 及
び こ れ か
ら を 担 う
新 し い 学
問 分 野 の
開 拓 に 貢
献する。 



 

施策目標９－６－２ 
 

ジ ェ ク ト
（Bepi-Col
ombo）、Ｘ
線天文衛星
(ASTRO-H
)などは、計
画どおりに
開発が進ん
だ。「はやぶ
さ 2」につ
いては、宇
宙開発委員
会 に お い
て、開発段
階への移行
が妥当であ
ることが確
認された。 

（Bepi-Col
ombo）、Ｘ
線天文衛星
(ASTRO-H
)、「はやぶ
さ２」など
は、計画ど
おりに開発
が進んだ。 

年度ごとの目標値  － － － － －  

－ 

 

達成目標２ 基幹輸送系の維持、多様な輸送手段の確保、更なる信頼性の向上、及び将来輸送系に必要な技術
基盤が確立する。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
13 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 毎年度 

① 我が国の基幹ロケ
ットであるＨ－Ⅱ
Ａ及びＨ－ⅡＢロ
ケットの各年度ご
との打ち上げ成功
率 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

年度ごとの目標値  100％ 100％ 100％ 100％ 100％  

② 固体ロケットシス
テムの維持・発展に
向けた進捗状況 

－ 

当初計画ど
おりに進捗
した。 
 
○空力特性
ベースライ
ン設定のた
めの風洞試
験、火工品
回路点検装
置仕様設定
のための火
工品試験、
３段モータ
用点火器の
真空環境下
での着火性
能 確 認 試
験、などの
要素試験を
実施し、固
体ロケット
に適用して
開発着手可
能な段階へ
設計フェー
ズ を 進 め
た。 

当初計画ど
おりに進捗
した。 
 
○低コスト
かつ革新的
な運用を可
能とするイ
プシロンロ
ケットの基
本設計を実
施し、開発
仕様を設定
した。固体
ロケットの
開発仕様の
妥当性を評
価するため
の試作試験
を 実 施 し
た。また、
宇宙開発委
員会におい
て、小型固
体ロケット
が開発段階
へ移行する
ことが妥当
であること
を 確 認 し
た。 

当初計画ど
おりに進捗
した。 
 
○低コスト
かつ革新的
な運用を可
能とするイ
プシロンロ
ケットの詳
細設計を行
い、製品仕
様 を 設 定
し、試験機
の製作に着
手した。ま
た各種試作
試験を継続
し、設計に
反映した。 

当初計画ど
おりに進捗
した。 
 
○低コスト
かつ革新的
な運用を可
能とするイ
プシロンロ
ケットの維
持設計を行
い、試作試
験を実施し
設計に反映
するととも
に、試験機
の製作及び
打ち上げ関
連設備の整
備を着実に
実施した。 

当初計画ど
おりに進捗
した。 
 
○低コスト
かつ革新的
な運用を可
能とするイ
プシロンロ
ケットの維
持設計を行
い、試作試
験を実施し
設計に反映
するととも
に、試験機
の製作及び
打ち上げ関
連設備の整
備を着実に
実施し平成
25 年 9 月
14 日に打
上げた。 

○ 小 型 衛
星 の 打 上
げ に 柔 軟
か つ 効 率
的 に 対 応
できる、低
コ ス ト か
つ 革 新 的
な 運 用 性
を 有 す る
イ プ シ ロ
ン ロ ケ ッ
ト の 研 究
開 発 及 び
試 験 機 の
打 ち 上 げ
を行う。 



 

施策目標９－６－３ 
 

年度ごとの目標値  － － － － －  

－ 

 

達成目標３ 
国際宇宙ステーション（ＩＳＳ）計画等の国際協力に参加し、国際約束を果たすとともに、有人
宇宙技術や宇宙環境の利用技術の獲得を図る。また、アジア太平洋地域宇宙機関会議（ＡＰＲＳ
ＡＦ）等を通じた国際協力・交流により、諸外国との協力関係を強固にするとともに、世界的な
共通課題への対応を図る。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
－年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 28 年度 

① ＪＡＸＡが行う宇
宙ステーション補
給ミッションの実
績（累計） 

－ 1 件 2 件 2 件 3 件 4 件 7 件 

年度ごとの目標値  － － － － －  

② 国際的な協調を踏
まえた、日本実験
棟「きぼう」等の
運用の進捗状況 

－ 

当初計画ど
おりに進捗
した。 
 
○平成 21
年度の船外
実験プラッ
トフォーム
等の打上で
日本実験棟
「きぼう」
(JEM)が完
成 と な っ
た。特に日
本特有のシ
ステムであ
る船外実験
プラットフ
ォームにつ
いては、搭
載観測機器
等 の 実 験
（観測）デ
ータ公開を
開始し、利
用の有効性
を 実 証 し
た。また、
「きぼう」
の微少重力
環境を利用
し、実験に
より創薬に
つながる高
品質な蛋白
質の結晶生
成が得られ
る な ど 、
ISS／「き
ぼう」利用
の意義を高
めた。さら
に、日本人
宇宙飛行士
が初めて宇
宙ステーシ
ョンに長期
滞在し、自
らが被験者

当初計画ど
おりに進捗
した。 
 
○日本実験
棟「きぼう」
の運用・利
用を引き続
き 推 進 し
た。日本特
有のシステ
ムである船
外実験プラ
ットフォー
ム を は じ
め、「きぼ
う」の微少
重力環境を
利用した実
験を実施し
たほか、マ
レーシアの
タンパク質
結晶生成実
験等アジア
諸国による
ISS 利用を
促 進 し 、
ISS／「き
ぼう」利用
の意義をさ
ら に 高 め
た。さらに、
平成 21 年
12 月から
22年6月に
かけて野口
宇宙飛行士
が、22 年 4
月には山崎
宇宙飛行士
が、それぞ
れ ISS に滞
在して科学
実験等を実
施し、日本
人宇宙飛行
士 ２ 名 の
ISS 同時滞

当初計画ど
おりに進捗
した。 
 
○日本実験
棟「きぼう」
の運用・利
用を引き続
き 推 進 し
た。日本特
有のシステ
ムである船
外実験プラ
ットフォー
ムに取り付
けられた全
天エックス
線監視装置
（MAXI）
が、巨大ブ
ラックホー
ルに星が吸
い込まれる
瞬間を世界
で初めて観
測し、その
成果が英科
学誌「ネイ
チャー」に
掲載される
などの成果
を上げたほ
か、マレー
シアのタン
パク質結晶
生成実験等
アジア諸国
による ISS
利用を推進
した。さら
に、平成 23
年 6 月から
11 月にか
けて古川宇
宙飛行士が
ISS に滞在
し、日本人
最長となる
165 日の滞

当初計画ど
おりに進捗
した。 
 
○日本実験
棟「きぼう」
の運用・利
用を引き続
き 推 進 し
た。「きぼ
う」は ISS
で唯一ロボ
ットアーム
とエアロッ
ク を 保 有
し、これら
を 活 用 し
た、船内か
ら超小型衛
星を最大 6
個同時放出
する世界唯
一のシステ
ム を 開 発
し、国内外
の衛星の放
出に成功し
た。衛星は、
緩衝材入り
バ ッ グ で
ISS に輸送
さ れ る た
め、打ち上
げ環境が劇
的に緩和さ
れ、開発コ
ストの低減
や軌道上へ
の確実な投
入手段が確
立した。放
出する衛星
候補の通年
公募も開始
され、多様
な打ち上げ
（放出）機
会の提供を
実現。特に

当初計画ど
おりに進捗
した。 
 
○日本実験
棟「きぼう」
の運用・利
用を引き続
き 推 進 し
た。平成 25
年 11 月か
ら若田宇宙
飛行士が自
身 2 度目と
なる ISS の
長期滞在を
開始し、平
成 26 年 3
月 9 日に日
本人として
初めて ISS
に 就 任 し
た。「きぼ
う」からの
超小型衛星
放出ミッシ
ョンを定着
させ、ベト
ナムと共同
開 発 し た
｢ PicoDora
gon｣等、国
内外 37 機
の超小型衛
星放出に成
功した。 
次世代高性
能半導体の
実用化に繋
が る 実 験
等、引き続
き「きぼう」
での宇宙実
験 を 推 進
し、32 課題
(継続分含
む )を実施
した。民間
企業が参入

○ 有 人 宇
宙 技 術 及
び 宇 宙 環
境 利 用 技
術 を は じ
め と す る
広 範 な 技
術 の 高 度
化 の 促 進
及 び 国 際
協 力 の 推
進 を 目 的
として、日
本 実 験 棟
「きぼう」
に お け る
宇 宙 空 間
利 用 技 術
の 実 証 と
運 用 及 び
宇 宙 飛 行
士 の 搭 乗
を安全・確
実 に 実 施
す る と と
もに、将来
無人･有人
宇 宙 活 動
を 行 う 上
で 必 要 と
なる技術、
知 見 の 蓄
積 を 進 め
る。 



 

施策目標９－６－４ 
 

となって骨
量減少や尿
路結石の予
防に関する
医学研究を
行い、健康
長寿社会の
実現に貢献
できる成果
を出すこと
ができた。 

在を初めて
実現した。 

在期間中に
医学実験等
を行い、地
上生活の向
上につなが
る成果を上
げ つ つ あ
る。 
 

海外からの
利用要望が
飛躍的に増
大。 
水棲生物長
期飼育技術
を世界で初
め て 獲 得
し、脊椎動
物として宇
宙で初めて
世代交代が
確認された
メダカ等の
水棲生物を
長期に宇宙
で飼育する
ことが可能
となった。
H24 年 7月
から 11 月
まで、星出
宇宙飛行士
が ISS に長
期滞在し、
日本人宇宙
飛 行 士 の
ISS での船
外活動時間
は計約 41
時 間 と な
り、米露に
次ぐ世界第
3 位に上昇
した。 

し や す い
｢トライア
ルユース｣
の仕組みを
導入するな
ど、企業ニ
ーズへの対
応を強化す
ることで、
製薬会社等
民間企業の
｢きぼう｣利
用への参入
を 促 進 し
た。民間企
業  (株 )ヤ
クルト本社
が免疫改善
に 関 し
JAXA との
共同研究に
着手した。 

年度ごとの目標値  
－ － － － －  

 
基準値 実績値 目標値 

－年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 毎年度 
③ 文 部 科 学 省 及 び

JAXAが主催するア
ジア太平洋地域宇
宙 機 関 会 議
(APRSAF)を開催し
た実績 

－ １回 １回 １回 １回 １回 １回 

年度ごとの目標値  １回 １回 １回 １回 １回  

－ 

 

達成目標４ 将来の利用ニーズを踏まえた衛星システムの研究開発･技術実証が行われ、衛星利用技術の基盤
が確立される。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 

－年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 －年度 

① 測位、通信等の利
用ニーズを踏まえ
た衛星システムの
開発・運用の進捗
状況 

－ 

○運用中の
技術試験衛
星Ⅷ型「き
く 8 号 」
（ETS-Ⅷ）
は、衛星測
位に係る基
礎的技術で
ある高精度
軌道決定技

○準天頂衛
星初号機及
び高精度測
位実験シス
テム地上系
の開発、打
ち上げ、運
用及び技術
実証を行っ
た。準天頂

○準天頂衛
星初号機及
び高精度測
位実験シス
テム地上系
の運用並び
に技術実証
を 実 施 し
た。 
 

○準天頂衛
星初号機及
び高精度測
位実験シス
テム地上系
の運用並び
に技術実証
を 実 施 し
た。技術実
証の結果、

○準天頂衛
星初号機及
び地上シス
テムについ
て健全な機
能・性能を
維持した。 
 
○災害時の
衛星通信の

○測位、通
信 等 の 利
用 ニ ー ズ
を 踏 ま え
た 衛 星 シ
ス テ ム の
開発･運用
を行う 
 
○ 災 害 対



 

施策目標９－６－５ 
 

術、衛星時
刻推定技術
の習得のた
めの実証試
験等が順調
に 行 わ れ
た。開発中
の準天頂衛
星 初 号 機
は、平成 22
年度の打ち
上げに向け
てフライト
品の製作等
が着実に進
捗した。 
 
平成 21 年
度から従来
の陸域観測
技 術 衛 星
「だいち」
(ALOS) 及
びデータ中
継技術衛星
「こだま」
(DRTS) に
超高速イン
ターネット
衛星「きず
な 」
(WINDS)
を利用した
データ転送
を加えて、
緊急観測か
らユーザへ
のデータ提
供までの時
間を大幅に
短縮し災害
応急対応を
迅 速 化 し
た。結果フ
ィリピンの
台風及び火
山噴火の 2
度の実災害
において、
「だいち」
の画像を十
数分（既存
回線では約
1 時間）で
伝送するな
ど、災害状
況の早期把
握に貢献し
た。「きず
な」と技術
試験衛星Ⅷ
型「きく 8
号」 (ETS-
Ⅷ )を用い
た遠隔授業
や遠隔医療
などの様々
な利用実証
実験を通じ

衛星初号機
の技術実証
結果等を踏
まえ、必要
に応じ、準
天頂衛星シ
ステムユー
ザインタフ
ェース仕様
書の維持改
訂 を 行 っ
た。 
 
○災害時の
衛星通信の
利用実証と
して、超高
速インター
ネット衛星
「きずな」
(WINDS)
を用いた国
や地方自治
体等との連
携による実
証実験を２
件 以 上 (5
件 )実施し
た 。
WINDS の
基本実験と
して災害時
を想定した
被災地から
の情報発信
や 映 像 伝
送、現地と
本部間の情
報共有など
の利用技術
の実証実験
を行った。 
 
○準天頂衛
星初号機の
実証実験等
により、国
内及びアジ
ア・オセア
ニア地域に
おける衛星
測位技術の
利用拡大へ
の取組を開
始した。 
また、文部
科学省「宇
宙利用促進
調 整 委 託
費」事業で
は、超高速
インターネ
ッ ト 衛 星
「きずな」
を利用した
遠隔病理診
断実験の実
施や、地球
の大気の衛

○準天頂衛
星初号機の
実証実験を
国内の大学
等と実施し
た。また、
アジア・オ
セアニア地
域における
複数 GNSS
実証実験を
実施した。 
 
○災害時の
衛星通信の
利用実証と
して、超高
速インター
ネット衛星
「きずな」
(WINDS)
を用いた国
や地方自治
体等との連
携による実
証 実 験 を 
実施した。 
 
○宇宙利用
促進調整委
託費では、
衛星データ
等の利用の
裾野拡大を
目的とし、
昨年度に引
き続き課題
を 実 施 し
た。 

近 代 化
GPS と 同
等の測位精
度を達成す
るなど衛星
測位基盤技
術を確立し
た。 
 
○準天頂衛
星初号機の
実証実験を
国内の大学
等と実施し
た。また、
アジア・オ
セアニア地
域における
複数 GNSS
実証実験を
実施した。 
 
○災害時の
衛星通信の
利用実証と
して、超高
速インター
ネット衛星
「きずな」
(WINDS)
を用いた国
や地方自治
体等との連
携による実
証実験を実
施した。 
WINDS の
社会化実験
（民間企業
の知見及び
創意を活用
して通信実
験を推進す
る枠組み）
を開始し、
海上ブロー
ドバンド通
信の実証実
験などを行
った。 

利用実証と
して、超高
速インター
ネット衛星
「きずな」
(WINDS)
を用いた国
や地方自治
体等との連
携による実
証実験を実
施した。 
 
○技術試験
衛 星 Ⅷ 型
「 き く 8
号」 (ETS-
Ⅷ )を用い
た防災分野
を中心とし
た実証実験
を 実 施 し
た。 

策、地球規
模 の 環 境
問 題 の 解
決 等 に 貢
献 す る 宇
宙 技 術 の
研 究 開 発
を継続し、
衛 星 利 用
を 一 層 促
進する。 
 
○ 研 究 開
発 の 成 果
を 最 大 限
活動し、よ
り 広 く 社
会・経済へ
還元する。 



 

施策目標９－６－６ 
 

た衛星通信
の利用拡大
の取組を行
った。 
 
○宇宙利用
産業のマー
ケット創出
も視野に、
人工衛星の
利用を開拓
するなどに
より、宇宙
利用の裾野
拡大を図る
ため、 新た
に文部科学
省「宇宙利
用促進調整
委託費」事
業を開始し
た。 

星画像を用
いた教育プ
ログラムの
試作及び国
内外の科学
館等での試
行などを行
った。 

年度ごとの目標値  － － － － －  

－ 

 

達成目標５ 航空科学技術について、社会からの要請に応える研究開発を行うとともに、次世代を切り開く先
進技術を開発することにより、我が国の社会基盤を支える技術となる。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
－年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 －年度 

①  社会の要請に応え
る航空科学技術の
研究開発の進捗状
況 

－ 

当初の計
画どおり
進捗した。 
 
○国産旅
客機/エン
ジン開発
について
産業界や
行政機関
のニーズ
に応えた
成果を上
げた。 

当初の計画
どおり進捗
した。 
 
○国産旅客
機の機体に
ついては、
離着陸時騒
音の一因で
ある脚騒音
の 低 騒 音
化、エンジ
ンについて
は燃焼機が
Nox 排出の
国際基準を
大幅に下回
る世界最高
レベルの低
Nox 化を実
証した。 

当初の計画

どおり進捗

した。 
 
○国産旅客

機の機体に

ついては、

離着陸時騒

音低減に関

する計測技

術を向上

し、エンジ

ンについて

は、Nox 排

出量を前年

度より更に

低減すると

ともにに騒

音及び

CO2 排出

量を低減す

る目処を得

た。 

当初の計画
どおり進捗
した。 
 
○エンジン
に つ い て
は、独自の
低 NOx 燃
焼器技術を
開発し、計
画中の国際
共同開発エ
ンジンの燃
焼器候補の
一つとして
国内メーカ
が提案して
おり、既に
評価が進め
ら れ て い
る。 
乱気流検知
技術の研究
開発では、
開発したラ
イダーの性
能が「観測
レ ン ジ
9km 以上」
という目標
を上回るこ
とを確認。
本技術によ
り、乱気流
を突入の約

当初の計画
どおり進捗
した。 
 
○航空機の
機体騒音低
減技術につ
いては、騒音
計測の基盤
技術を確立
するととも
に、技術実証
のための検
証試験を実
施した。乱気
流検知能力
向上につい
ては、世界最
軽量で耐久
性のある高
出力の気流
計測ライダ
ーの技術的
見通しを得
た。エンジン
技術の研究
開発につい
ては、次世代
ファンター
ビンシステ
ム技術につ
いて技術的
実現性を確
認するとと
もに、実証試

○ 環 境 と
安 全 に 重
点 化 し た
研 究 開 発
を開始し、
現 行 及 び
次 世 代 の
航 空 機 の
低騒音化、
乱 気 流 検
知 能 力 向
上 を 可 能
と す る 技
術 等 の 高
度 化 差 別
化 技 術 を
確立する。
エ ン ジ ン
の 高 効 率
化 を 可 能
と す る 技
術 の 研 究
開 発 を 行
い、低 CO2
化、低 Nox
化、低騒音
化 を 実 現
す る 先 進
エ ン ジ ン
要 素 技 術
を 確 立 す
る。 



 

施策目標９－６－７ 
 

40 秒前に
予測でき、
ボーイング
機への搭載
も視野に入
れ、実用化
に向けた共
同研究をボ
ーイングと
実施中。 

験を含む計
画案を策定
した。 

年度ごとの目標値  － － － － －  

－ 

 

達成目標６ 宇宙・航空分野の研究・開発・利用の推進の意義やその成果について国民・社会からの理解が更
に深まる。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
－年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 －年度 

① 宇宙航空教育
を取り入れる
ＪＡＸＡとの
連携校の数 

－ 19 校 32 校 40 校 64 校 162 校 
中期目標
期間中に
80 校以上 

年度ごとの目標値  － － － － －  
②  ＪＡＸＡが教

員研修・教員養
成を実施した

人数 
－ 1,428 人 1,875 人 3,379 人 1,386 人 2,136 人 

中期目標
期間中に
2500 人以

上 
年度ごとの目標値  

－ － － － －  

③ ＪＡＸＡとの
連携地域拠点

の数 
－ 

6 ブロッ
ク 

11 拠点 
8 ブロック 

19 拠点 
9 ブロック 

20 拠点 
9 ブロック 

25 拠点 
9 ブロック 

29 拠点 
１拠点以

上 

年度ごとの目標値  － － － － －  
④  ＪＡＸＡによ

る宇宙教育指
導者の累計育
成人数 

－ 828 人 1385 人 2,294 人 3,299 人 5,271 人 
中期目標
期間中に
2500 人以

上 
年度ごとの目標値  － － － － －  

 
基準値 実績値 目標値 
－年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 毎年度 

⑤  ＪＡＸＡにお
いて人材交流
を行った数 

－ 698 人 802 人 846 人 840 人 890 人 500 人/年
以上 

年度ごとの目標値  500 人/年
以上 

500人/年以
上 

500人/年以
上 

500人/年以
上 

500 人/年以
上  

⑥ ＪＡＸＡによ
る査読付論文
の発表数（件） 

－ 456 件 427 件 430 件 389 件 391 件 350 件以上 

年度ごとの目標値  350 件以
上 350 件以上 350 件以上 350 件以上 350 件以上  

⑦ タウンミーテ
ィングの開催
回数累計（回） 

－ 23 回 37 回 52 回 68 回 83 回 50 回以上 

年度ごとの目標値  50 回以上 50 回以上 50 回以上 50 回以上 50 回以上  
⑧ 博物館、科学館

や学校等と連
携した講演実
施回数（回） 

－ 498 回 675 回 669 回 703 回 670 回 400 回以上 



 

施策目標９－６－８ 
 

年度ごとの目標値  400 回以
上 400 回以上 400 回以上 400 回以上 400 回以上  

－ 

 

達成目標７ 宇宙・航空分野の研究・開発・利用における産業界、関係機関及び大学との連携・協力を強化す
る。 

活動指標 
（アウトプット） 

基準値 実績値 目標値 
－年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 毎年度 

① 大学・企業等との共
同研究の件数 － 624 件 662 件 626 件 601 件 718 件 500 件以上 

年度ごとの目標値  500 件以
上 500 件以上 500 件以上 500 件以上 500 件以上  

②  技術移転（ライセ
ンス供与）契約件数 － 80 件 170 件 175 件 138 件 261 件 60 件以上 

年度ごとの目標値  60 件以上 60 件以上 60 件以上 60 件以上 60 件以上  

③  施設・設備供用件
数 － 74 件 81 件 89 件 107 件 135 件 50 件以上 

年度ごとの目標  50 件以上 50 件以上 50 件以上 50 件以上 50 件以上  

－ 

 

達成手段 
（事業・税制措置・諸会議等） 

（単位：百万円） 

名 称 
（開始年度） 

予算額計 
(執行額) 

当初 
予算額 事業概要 

関連 
する 
指標 

行政事業 
レビュー 
シート番号

担当課 
２４年度 ２５年度 26 年度 

宇宙・航空科学技
術推進の調整に必
要な経費 
（平成 21 年度） 

428 
(175) 

428 
(377) 395 

本事業は、宇宙基本計画に基づき、宇宙利用
を促進するための研究開発等について、大学や
民間企業等から幅広く公募し、優れた取組を外
部有識者による審査を経て選定し、採択機関と
の委託契約に基づき、事業を実施するもの。 
平成 24 年度は、平成 23 年度からの継続課題

として、測位衛星利用プログラムを実施した。
また、平成 24 年度からの新規課題として、宇
宙科学技術利用促進プログラム、宇宙科学技術
人材育成プログラムを実施した。なお、各採択
課題の実施期間は 3 年間を上限としている。 

－ 0291 宇宙開発
利用課 

国際宇宙ステーシ
ョン開発に必要な
経費 
（平成 15 年度） 

34,17
9 

(37,8
14) 

33,86
3 

(33,8
63) 

32,48
6 

有人宇宙技術をはじめとする広範な技術の
高度化の促進、経済社会基盤の拡充、新たな科
学的知見の獲得、及び国際協力の推進を目的と
して、国際宇宙基地協力協定に基づき、国際宇
宙ステーション（ISS）／日本実験棟「きぼう」
の運用・利用を確実に実施する。また、宇宙ス
テーション補給機（HTV）の開発及び運用を着
実に実施する。 
注）日本が得ている ISS／「きぼう」利用の

権利（リソース）を使う科学研究等の事業は宇
宙航空研究開発機構（JAXA）の運営費交付金
で実施。 

－ 0290 宇宙開発
利用課 

宇宙・航空分野の
戦略的研究開発・
国際展開の推進 
（平成 23 年度） 

96 
(84) 

91 
(70) 88 

① 我が国の宇宙開発利用及び航空科学技術を
総合的・効率的に推進するため、宇宙開発利用
等に係る国内外の動向調査、その他の事務を行
う。 
② 宇宙分野の国際会議等に積極的に参加し
て、我が国の意向を反映しつつ国際協力調整を
行う。二国間の国際協力・調整を積極的に進め、

－ 0292 宇宙開発
利用課 



 

施策目標９－６－９ 
 

 
（参考）関連する独立行政法人の事業 

 
 
 
 
 

宇宙分野の戦略的な国際展開を図る。 
③ 我が国の宇宙開発利用に関する国際動向・
分析機能強化のため、政府職員を諸外国の宇宙
政策等の中核をなす専門家の元に派遣し、調
査・協力業務に当たらせることにより、宇宙分
野の国際動向・技術動向の情報収集体制を強化
する。 

基幹ロケット高度
化の推進 
（平成 25 年度） 

－ 0 0 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構が実施
する宇宙基本法（平成２０年法律第４３号）に
基づき作成される「宇宙基本計画」の施策を推
進するために行なう基幹ロケットの打ち上げ
能力の向上等のための技術開発の取組を推進
するために要する経費に対して補助を行い、も
って宇宙輸送システムに関する国の責務の遂
行に寄与することを目的とする。 

－ 0295 宇宙開発
利用課 

事業名 
（開始年度） 

予算額計 
(執行額) 

当初 
予算額 

事業概要 
関連 
する 
指標 

行政事業 
レビュー 
シート番号

担当課 
２４年度 ２５年度 26 年度 

独立行政法人宇宙
航空研究開発機構
運営費交付金に必
要な経費 
（平成 15 年度） 

119,7
58 

(118,
401) 

109,7
69 

(109,
769) 

112,1
32 

関係府省と緊密に連携しながら以下の施策
を推進する。 
○社会的ニーズの高い災害監視や測位衛星の
開発等を通じ、新たな利用の創出を図る「衛
星による宇宙利用」 

○我が国の特徴を生かした独創的かつ先端的
な研究を推進するとともに、未知のフロンテ
ィアである宇宙の探査に挑戦する「宇宙科
学・宇宙探査」 

○国際宇宙ステーション（ＩＳＳ）/日本実験
棟「きぼう」（JEM）を利用した「宇宙環境
利用の推進」 

注）ISS/JEM の運用・利用及び HTV の開発
及び運用は、国際宇宙ステーション開発に必
要な経費にて実施。 

○宇宙空間へのアクセスを可能とする手段と
して、自立的な宇宙活動の根幹である「宇宙
輸送システム」 

○民間では保有困難な大型・高性能の風洞施
設等の試験設備を整備・供用し、航空科学技
術に係る先端的・基盤的な研究開発を実施す
る「航空科学技術」 

○ロケットや衛星に係る信頼性向上や宇宙航
空科学技術に係る基礎・基盤的な研究開発
を実施する「基礎・基盤的な研究開発」 

達
成
目
標
１
～
７ 

0293 宇宙開発
利用課 

独立行政法人宇宙
航空研究開発機構
施設整備に必要な
経費 
（平成 15 年度） 

7,216 
(9,30

4) 

8,936
(8,93

6) 
791 

宇宙・航空に関する打ち上げ、追跡・管制、
試験その他の研究開発に係る施設・設備の整
備・老朽化更新等を行う。 

－ 0294 宇宙開発
利用課 

独立行政法人宇宙
航空研究開発機構
設備整備補助 
（平成 25 年度） 

0 
(0) 

0 
(0) 0 

 独立行政法人宇宙航空研究開発機構の設
置する設備の整備充実を図るために要する経
費に対して補助を行い、もって宇宙科学に関す
る学術研究の発展、宇宙科学技術及び航空科学
技術の水準の向上及び宇宙の開発及び利用の
促進に寄与することを目的とする。 

－ 0296 宇宙開発
利用課 



 

施策目標９－６－１０ 
 

 
施策の予算額・執行額 

（※政策評価調書に記載する予算額） 

区分  24 年度 25 年度 26 年度 27 年度要求額 

予算の状況 
（千円） 

上段：単独施策に係る予算 
下段：複数施策に係る予算 

当初予算 

161,528,968 
ほか復興庁一括

計上分 0 

146,325,740 
ほか復興庁一括

計上分 0 

145,924,223 
ほか復興庁一括

計上分 0 

179,053,660 
ほか復興庁一括

計上分 0 
<0> 

ほか復興庁一括
計上分<0> 

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

補正予算 

7,480,067 
ほか復興庁一括

計上分 0 

19,248,805 
ほか復興庁一括

計上分 0 
0  

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 
<0>  

繰越し等 

△2,730,244 
ほか復興庁一括

計上分 0 

△12,527,124 
ほか復興庁一括

計上分 0 
  

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 
  

合計 

166,278,791 
ほか復興庁一括

計上分 0 

153,047,421 
ほか復興庁一括

計上分 0 
  

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 
  

執行額（千円） 

166,012,969 
ほか復興庁一括

計上分 0 

153,014,919 
ほか復興庁一括

計上分 0 
  

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 

<0> 
ほか復興庁一括

計上分<0> 
  

 
施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの） 

名称 年月日 関係部分抜粋 

第４期科学技術基

本計画 
平成 23 年 8 月

19 日 

Ⅲ．我が国が直面する重要課題への対応 
２．重要課題達成のための施策の推進 
（４）国家存立の基盤の保持 
･情報収集や通信をはじめ国の安全保障や安全な国民生活の実現等にもつ

ながる宇宙輸送や衛星開発及び利用に関する技術（中略）の研究開発を推

進する。 
･物質、生命、海洋、地球、宇宙それぞれに関する統合的な理解、解明など、

新たな知のフロンティアの開拓に向けた科学技術基盤を構築するため、理

論研究や実験研究、調査観測、解析等の研究開発を推進する。 

宇宙基本計画 平成 25 年 1 月

25 日 （全般的に関係） 

科学技術イノベー

ション総合戦略 
平成 25 年 6 月 7
日 

･第２章 科学技術イノベーションが取り組むべき課題 
Ⅲ．世界に先駆けた次世代インフラの整備 
３．（２）自然災害に対する強靱なインフラの実現 
人工衛星等による地球観測データ及び地理空間情報等を用いた観測･分析･

予測技術（中略）の開発を官民連携しながら推進する。 
･第３章 科学技術イノベーションに適した環境創出 
１．基本的認識 
（中略）国家存立の基盤である国家安全保障･基幹技術等の研究開発を強力



 

施策目標９－６－１１ 
 

に推進し、など 

経済財政運営と改

革の基本方針（骨太

方針） 

平成 25 年 6 月

14 日 

５．長期的に持続可能な経済社会の基盤確保 
（４）安全・安心な社会の実現等（消費者行政、治安・司法、防衛等） 

（治安・司法・危機管理等） 

（中略）宇宙インフラを安全保障・防災等に活用するため、衛星の整備・

活用のほか、安全かつ安定した宇宙利用に資する取組を推進する。 

日本再興戦略（成長

戦略） 
平成 25 年 6 月

14 日 

二．戦略市場創造プラン 
テーマ３ 安全･便利で経済的な次世代インフラの構築 
戦略分野：インフラマネジメント、車両安全運転支援システム、宇宙イン

フラ整備 
（１）2030 年の在るべき姿 
（中略）世界最先端の技術力を有するセンサーやロボットなどのデバイ

ス・システム技術や宇宙インフラによる測位・観測技術、データ管理・活

用技術などが駆使され、（後略） 

（２）個別の社会像と実現に向けた取組 

①安全で強靭なインフラが低コストで実現されている社会 

Ⅰ）社会像と現状の問題点 

（中略）交通情報等公共データのオープン化やビッグデータ化、衛星開発・

整備による地理空間情報（G 空間情報）の充実も課題である。 

Ⅱ）解決の方向性と戦略分野（市場・産業）及び当面の主要施策 

○宇宙インフラの整備・活用 

 

三．国際戦略展開 

２．海外市場獲得のための戦略的取組 

①インフラ輸出･資源確保 

○先進的な技術・知見等を活用した国際標準等の獲得及び認証基盤の整備、

新たなフロンティアとなる分野への進出支援 

・医療、農業、宇宙、海洋等、新たなフロンティアとなる分野でのインフ

ラシステム展開を支援する。 

政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報 
－ 

 
評価実施予定時期 平成２７年度・平成２９年度 

 
主管課（課長名） 研究開発局 宇宙開発利用課 千原 由幸 

関係課（課長名） － 
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